
申請者

住所

商号又は名称

代表者氏名

（共同企業体の場合は企業体名を冠すること）

　　　ア　親会社の関係にある他の資格者

　 登録番号

　　　イ　子会社の関係にある他の資格者

登録番号

　　　ウ　親会社を同じくする子会社同士の関係にある他の資格者

登録番号

※ウに係る親会社については建設業者・資格者に限らない

氏名 自社役職名 他社役職名

　３　資本等で関係がある他の資格者を記載するときは、本工事の入札説明書等で表示されている北海道の競争入札参加

　４　資本等で関係がある他の資格者が、他の共同企業体を結成している場合についても同様に記載すること。

　　　ただし、申請者が共同企業体の代表者以外の構成員である場合は、他の共同企業体の代表者以外の構成員については

　　記載する必要はない。

　５　「所在地（市町村名）」について、道内の資格者は「主たる営業所が存する市町村名」を、道外の資格者は、「主

　　たる営業所が存する都府県名」を記載すること。

　　

　 別記様式

特　定　関　係　調　書

　　　　年　　月　　日

　（支出負担行為担当者）　様

　　　　　特定関係（資本関係又は人的関係）については、次のとおりです。

記

　　１　発注工事に係る設計業務等の受託者との特定関係　　　　　　　　　　　〔　　　　　    〕

　　２　他の「北海道建設工事競争入札参加資格者」との間における特定関係　　〔 あり ・ なし 〕

　 　(1)　資本関係がある他の資格者

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

 　　(2)　人的関係がある他の資格者

基準に該当する者

注１　１については、「発注工事に係る設計業務等の受託者と特定関係がない」ことが参加資格の要件となるため、特定

　　関係がないことを確認の上、〔　　　〕に「なし」と記載し申告すること。

　２　２はどちらかを○印で囲み、「なし」の場合には(1)及び(2)の欄に記載する必要はない。

　　資格（格付のある資格の場合は、格付及びみなし格付を含む。）を有する者を記入すること。そのため、本工事の入

　　札説明書等で表示されている資格以外の資格を有する者については、記載する必要はない。

　６　当該調書提出後、入札執行までの間において、新たな資本関係又は人的関係が生じた場合には、その都度提出する

　　こと。
（用紙寸法　日本工業規格Ａ４）

登録番号 商号又は名称 所在地(市町村名)


